高知県集約化推進に係る基本指針

第１　趣　旨

我が国における木材市場は既に国際競争下にあり、競争力の強化や供給力の確保は県産材の販売を進めるうえで喫緊の課題となっているが、森林所有の細分化や投資意欲の減退、林業労働力の高齢化等、林業を取り巻く諸条件は厳しさを増しており、成熟した森林資源を積極的に利用するための効率的な施業の推進が緊急に求められている。

このため、林業生産の適地において路網整備等の基盤整備を進め、将来に亘って安定的に木材を供給できる一団の森林及び、森林施業の共同化による効率的な作業を進め、将来の林業生産の基盤となる一団の森林（以下、集約化推進区域という。） を形成し、意欲ある事業体による効率的かつ計画的な森林経営を促進し、安定した雇用の下、中山間地域の活性化を図るため、「基本指針」を策定し集約化推進を促進する。

第２　集約化推進区域の設定についての基本的な考え方

　集約化推進区域は、利用間伐等を実施する概ね100ヘクタール以上のまとまりをもった区域を指定するものとする。
なお、集約化推進区域には、国有林及び独立行政法人森林総合研究所森林農地整備センターが管理する森林は含まないものとし、保安林等の制限林については集約化区域から除外することができるものとする。
第３　作業システムについての基本的な考え方　

　１　集約化推進区域の中で、利用間伐を主とする区域（成熟した人工林がまとまって賦存しており、利用間伐を中心とした施業を集約的に実施することができる区域）においては、資源の効率的利用や長伐期化に対応した繰り返しの間伐など、きめ細やかな施業を実施するため地形や地質、林内路網配置、幅員等を総合的に勘案し、傾斜等に応じて次のとおり路網整備・作業システムの構築を目指すこととする。

　　　ただし、傾斜以外の地形的条件や搬出条件又は複合的に組み合わされた作業システムにより、次表の作業システムに適合しない場合にあっては、生産効率等が同等レベルであること。

	傾　斜
	伐　木
	造　材
	集　材
	路網密度

	０～２０°
	ハーベスタ
	ハーベスタ
	車両系

　※フォワーダ

　※トラック
	概ね200ｍ／ｈａ程度

	
	チェーンソー
	プロセッサ
	
	

	２０～３０°
	チェーンソー
	プロセッサ
	直引

ランニングスカイライン
	概ね100ｍ／ｈａ程度

	３０°以上
	チェーンソー
	プロセッサ
	架線系

　※Ｈ型集材など
	概ね50ｍ／ｈａ程度


　２　上記以外の区域については、次表の作業システムにより実施することとする。

なお、当該作業システムは、生育が未熟な人工林（主に７齢級以下の人工林）や、作業道等から離れた人工林において、作業の効率化及び将来の林業生産の基盤となる保育間伐等及び作業道等の整備を実施する場合に適用することとする。
　　　なお、高性能林業機械を活用した利用間伐が可能である場合は１による表を準用すること。
	区　分
	林　齢
	伐木・造材
	集　材
	路網密度

	保育間伐
	概ね

７齢級以下
	チェンソー
	
	概ね50ｍ／ｈａ程度


第４　地質等地域の実情に応じた路網整備

効率的かつ計画的な森林経営を行うためには路網整備は欠かせないが、危険箇所での開設や必要以上の幅員での開設は、開設費や維持管理費が高くなることはもちろん林地崩壊の危険性も懸念される。

そのため、地形や地質に十分留意し、施業システム等に見合った路網整備を進める必要があることから、次の考え方により効果的な路網整備を進めることとする。

①　地形条件、生産システムに応じて作業道（主にトラック等の運搬車両の走行）と作業路（主に作業用機械の走行及び集運材に使用）とに区分し開設することとする。

　　　なお、保育間伐が主たる区域にあっては、将来の林業生産の基盤となる線形に配慮すること。

②　作業路については、地形形状にあわせ曲線部や縦断勾配を多用し、切取り土量を抑えるなど低コストで災害に強い道の開設に努めることとする。

③　幅員は、目標とする作業システム、地形条件及び生産効率等を総合的に勘案し決定するものとするが、開設費や維持管理費の低減に努めることとする。

第５　集約化のための取組の推進

事業体ごとの集約化実施区域は、30ヘクタール以上のまとまりのある区域とし、次に大別し取組を推進することとする。

　１　利用間伐を主とする区域
　　①　木材の安定供給のための搬出間伐が原則毎年度計画されていることとする。

②　生産性の向上による所有者負担の軽減と安定的な雇用が確保されていることとする。
③　集約化区域内の事業主体と森林所有者との間で森林管理や経営に関する合意が文書（長期受委託契約又はそれに準じる協定、施業実施などの同意書等）で確保されていることとする。
　２　上記以外の区域
①　施業地が路網で連結されているなど、効率的な作業又は将来の林業生産の基盤となる路網の計画がされていることとする。

②　路線に隣接（国道及び県道等の作業が困難な森林及び対象森林が小さい場合を除く）している概ね７齢級を超える森林（生育が未熟な森林を除く）については、利用間伐が計画されていることとする。

　３　「多様な森林整備推進のための集約化の促進（平成19年３月30日付け18林整整第1250号林野庁長官通知）」の適用
集約化実施計画の承認を受けた区域であって、且つ、森の工場の認定を受けた場合に限り、査定係数±10を適用することとする。
第６　附則

１　この基本指針は、平成19年11月26日から施行する。

２　この基本指針は、平成22年４月22日から施行する。































